
　厚生関係

　（健康福祉局）

事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

健 康 づ く り の 推 進 1億4,844万1千円 元気じゃけんひろしま２１推進事業 285万3千円

財源内訳 　　広島市健康づくり計画「元気じゃ
　　けんひろしま２１（第２次）」に

　国庫補助金 　　基づき、市民や関係団体等が協力
2,125万3千円 　　し、健康づくりに取り組む。

　県補助金 　　（取組内容）
1,244万4千円 　　　①計画を推進するための会議の

　　　　開催及び計画の啓発
　一般財源 　　　②元気じゃけんひろしま２１協
1億1,474万4千円 　　　　賛店の拡大

　　　③各区における健康ウォーキン
　　　　グ等の実施
　　　④20～30代の若い年代の家族を
　　　　対象とした正しい生活習慣を
　　　　身に付けるための教室の開催

がん検診の受診率の向上のための
取組 1億2,245万3千円

　　がんの早期発見等のため、本市が
　　実施している５種類のがん（胃が
　　ん、子宮頸がん、乳がん、肺がん
　　及び大腸がん）検診の受診率の向
　　上に取り組む。

　　（主な取組内容）
　　　①５種類のがん検診と特定健康
　　　　診査との同時実施
　　　②胃がん、子宮頸がん及び乳が
　　　　んの集団検診における予約制
　　　　の運用
　　　　（拡充内容）
　　　　　電話に加え、インターネッ
　　　　　トによる受付の実施
　　　③子宮頸がん、乳がん検診につ
　　　　いて、一定の年齢の者への無
　　　　料クーポン券の交付及び個別
　　　　受診勧奨
　　　　（無料クーポン券交付対象者）
　　　　　子宮頸がん　20歳の女性
　　　　　乳がん　　　40歳の女性
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

うつ病・自殺（自死）対策推進事業 2,313万5千円

　　広島市うつ病・自殺（自死）対策
　　推進計画（第２次）に基づく取組
　　を行う。

　　（取組内容）
　　　①シンポジウムの開催、リーフ
　　　　レットの作成等
　　　②民生委員・児童委員、相談機
　　　　関職員を対象とした自殺（自
　　　　死）予防研修等
　　　③自死遺族の分かち合いの会の
　　　　運営支援等
　　　④自殺未遂者支援コーディネー
　　　　ターの配置
　　　　（拡充内容）
　　　　　広島市民病院に加え、新た
　　　　　に安佐市民病院にも配置
　　　⑤自殺（自死）対策推進センタ
　　　　ーの運営
　　　　（拡充内容）
　　　　　自殺（自死）に関連した電
　　　　　話相談に応じるための専門
　　　　　相談員１人を増員する。
　　　⑥自殺（自死）ハイリスク者に
　　　　係る法的支援の実施
　　　　　弁護士会に委託して、新た
　　　　　に債務整理などの法的支援
　　　　　を実施する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

適切な医療提供体制の
確保○○○○○○○○ 2億5,363万6千円 病院群輪番制病院運営費補助 1億5,889万5千円

財源内訳 　　夜間・休日の救急医療体制の確保
　　を図るため、当番制により診療を

　県補助金 　　行う病院群輪番制病院の運営に要
1,806万2千円 　　する経費の一部を補助する。

　負担金 　　（対象地域）
2,947万4千円 　　　広島地区 1億3,014万3千円

　　　（安佐南区及び安佐北区を
　一般財源 　　　除く広島市域並びに府中町、

2億610万円 　　　海田町、熊野町及び坂町）

　　　安佐地区 2,875万2千円

　　　（安佐南区及び安佐北区並
　　　びに安芸高田市、安芸太田
　　　町及び北広島町）

新
外傷の夜間救急診療所の整備 3,930万円

　　外科系の救急患者に対する医療の
　　充実と夜間の救急医療を担う病院
　　群輪番制病院等の負担軽減を図る
　　ため、準夜帯に外傷の軽症患者を
　　受け入れる夜間救急診療所を整備
　　する。

　　　整備場所　中区千田町三丁目
　　　　　　　　（千田町夜間急病セ
　　　　　　　　ンターを増築）

　　　運営主体　一般社団法人広島市
　　　　　　　　医師会

　　　開設時期　31年４月

　　　診療体制　整形外科・外科１診

　　　診療時間　毎日19：30～23：00
　　　　　　　　（年末年始を除く。）
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

新
救急相談センターの設置・運営 5,544万1千円

　　潜在的重症患者の早期受診、救急
　　車・救急受診の適正利用を促進す
　　るため、圏域市町と連携して、電
　　話による救急医療相談等に応じる
　　救急相談センターを設置・運営す
　　る。

　　　設置時期　31年１月

　　　設 置 費　2,513万2千円
　　　（本市負担）

　　　運 営 費　3,030万9千円
　　　（負担区分）
　　　　広島市　2,121万7千円
　　　　他市町　　909万2千円

新
特定医療費（指定難病）
支給等の事務 13億6,417万8千円 難病の患者に対する医療等に関する法

律に基づき、広島県から権限移譲を受
財源内訳 け、指定難病患者に対する特定医療費

の支給等の事務を行う。
　国庫負担金
6億5,102万1千円

　国庫補助金
251万9千円

　一般財源
7億1,063万8千円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

高齢者が地域で安心し
て暮らしていくための 931億4,175万9千円

支援○○○○○○○○

○⑴○介護保険事業特
○○○別会計○○○○ 928億2,730万円 第１号被保険者介護保険料の改定

財源内訳 　（年間保険料額）

　国庫負担金
154億2,904万6千円

　国庫補助金
50億1,928万7千円

　県負担金
115億1,654万5千円

　県補助金
11億3,568万9千円

　保険料
213億7,194万9千円

　支払基金交付金

239億2,249万4千円

　基金繰入金
7億5,755万1千円

　財産運用収入
198万2千円

　負担金
63万7千円

　手数料
711万1千円

　延滞金、加算金

　及び過料

1千円

保険給付費 828億2,552万1千円

　預金利子
1千円

　雑入
78万円

　一般財源
136億6,422万7千円

（          ） 

改定増減

第１段階 3万1,685円 第１段階 3万3,318円 1,633円

第２段階 4万9,287円 第２段階 5万1,828円 2,541円

第３段階 5万2,808円 第３段階 5万5,530円 2,722円

第４段階 6万3,369円 第４段階 6万6,636円 3,267円

第５段階
(基準額)

7万  410円
第５段階
(基準額)

7万4,040円 3,630円

第６段階 7万7,451円 第６段階 8万1,444円 3,993円

第７段階 8万8,013円 第７段階 9万2,550円 4,537円

第８段階 10万9,136円 第８段階 11万1,060円 1,924円

第９段階 11万6,177円 第９段階 12万5,868円 9,691円

第10段階 12万6,738円 第10段階 13万6,974円 1万  236円

第11段階 14万  820円 第11段階 15万1,782円 1万  962円

第12段階 15万4,902円 第12段階 16万6,590円 1万1,688円

第13段階 16万8,984円 第13段階 18万1,398円 1万2,414円

現行 改定後
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

地域支援事業 78億8,875万6千円

⑴介護予防・日常生活支援総合事
　業 56億8,421万7千円

　①介護予防・生活支援サービ
　　ス事業 40億7,263万3千円

　　　指定事業者による訪問
　　　・通所サービス事業   34億2,036万7千円

　　　住民主体型生活支援訪問サ
　　　ービス事業 1,860万6千円

　　　　地区社会福祉協議会等の地域
　　　　団体を活用し、要支援者等の
　　　　在宅生活の継続に必要な生活
　　　　支援サービスを提供する。

　　　　（拡充内容）
　　　　　実施団体　20団体→44団体

　　　短期集中型訪問・通所
　　　サービス事業 1億1,411万9千円

　　　介護予防ケアマネジメ
　　　ント事業等 5億1,954万1千円

　②一般介護予防事業 16億1,158万4千円

　　　地域介護予防拠点整備
　　　促進事業 2億4,211万5千円

　　　　地域包括支援センターがコー
　　　　ディネーターとなって、地域
　　　　に開かれた住民運営の介護予
　　　　防拠点の立上げ支援や運営継
　　　　続のための補助を行う。

　　　　　限度額　５万円／年・団体

　　　　（拡充内容）
　　　　　実施箇所　201か所
　　　　　　　　　　→271か所
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　地域高齢者交流サロン運営
　　　事業 2,361万3千円

　　　　高齢者の誰もが参加でき、介
　　　　護予防に資する様々な通いの
　　　　場であるサロンの活性化を図
　　　　るため、運営費の一部を補助
　　　　する。

　　　　　限度額　５万円／年・団体

　　　　（拡充内容）
　　　　　実施箇所　310か所
　　　　　　　　　　→450か所

　　　認知症カフェ運営事業 1,765万円

　　　　認知症の人とその家族につい
　　　　て、孤立化の防止や地域で支
　　　　える体制づくりを促進するた
　　　　め、活動や交流の場を設ける。

　　　　（拡充内容）
　　　　　実施箇所　41か所→50か所

　　　地域リハビリテーション活
　　　動支援事業 2,206万4千円

　　　　介護予防の取組の質を向上さ
　　　　せるため、介護予防に取り組
　　　　む者に対し、理学療法士等の
　　　　リハビリテーション専門職の
　　　　派遣等を行う。

　　　　（主な派遣先）
　　　　　①住民運営の介護予防拠点
　　　　　②介護予防ケアマネジメン
　　　　　　トを行う地域包括支援セ
　　　　　　ンター

　　　介護予防活動等普及啓発事
　　　業 1,036万5千円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　高齢者いきいき活動ポ
　　　イント事業 12億9,577万7千円

　　　　高齢者による社会参加を促進
　　　　するため、地域のボランティ
　　　　ア活動や介護予防・健康増進
　　　　に資する活動への参加実績に
　　　　基づきポイントを付与し、そ
　　　　の獲得数に応じて奨励金を支
　　　　給する。

　　　　　対 象 者　70歳以上の高齢
　　　　　　　　　　者（所得制限な
　　　　　　　　　　し）

　　　　　対象活動及びポイント数　

　　　　　　　　　

　　　　　活動団体　一定の要件を備
　　　　　　　　　　えた団体を随時
　　　　　　　　　　登録する。
　　　　　　　　　　（健診等に関し
　　　　　　　　　　　ては医療機関
　　　　　　　　　　　に依頼）

　　　　　限 度 額　１万円（ただし、
　　　　　　　　　　高齢者公共交通
　　　　　　　　　　機関利用助成
　　　　　　　　　　（上限３千円）
　　　　　　　　　　を利用する場合
　　　　　　　　　　は７千円）

対象活動 ポイント数

地域での支え手に
なるもの

４ポイント／回
又は

２ポイント／回
健康診査やがん検
診を受診するもの

２ポイント／回

自らの介護予防に
取り組むもの

１ポイント／回

(注) １ポイント＝100円に換算。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

⑵包括的支援事業 18億3,627万2千円

　　地域包括支援センター運営
　　事業等 13億3,115万9千円

　　（拡充内容）
　　　地図アプリによる地域資源情報
　　　のマップ化など、ＩＣＴを活用
　　　して地域包括支援センター業務
　　　の効率化を図る。

　　地域包括ケア推進センター運営
　　事業 2,069万5千円

　　　地域包括支援センターに対する
　　　調整支援機能、在宅医療・介護
　　　連携の推進機能の強化を図るた
　　　め、「地域包括ケア推進センタ
　　　ー」を各区役所で運営する。

　　地域ケア会議推進事業 1,893万6千円

　　　地域包括支援センター等が実施
　　　する介護予防ケアマネジメント
　　　の質の強化を図るための会議等
　　　を開催する。

　　在宅医療・介護連携推進事業 8,577万6千円

　　　医療・介護双方を必要とする高
　　　齢者が、住み慣れた地域で住み
　　　続けることができるよう、在宅
　　　医療と介護サービスを一体的に
　　　提供するための関係機関の連携
　　　を推進する。

　　　（取組内容）
　　　　①市及び各区の在宅医療・介
　　　　　護連携推進委員会の運営等
　　　　②かかりつけ医等からの相談
　　　　　に対応する窓口の運営

　　　（拡充内容）
　　　　①在宅医療の実践を学ぶ職種
　　　　　別同行研修の実施
　　　　②在宅医療・介護等に関する
　　　　　市民啓発パンフレットの作
　　　　　成・配布
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　高齢者地域支え合い事業 2億3,349万8千円

　　　様々な地域団体等が行っている
　　　高齢者の見守りに関する情報を
　　　集約し、地域包括支援センター
　　　がこれらの活動のコーディネー
　　　ターとなって連携を強化しなが
　　　ら、地域全体で高齢者を支え合
　　　う仕組みを構築する。

　　生活支援体制整備事業 6,688万円

　　　市社協に配置した生活支援コー
　　　ディネーターが中心となり、地
　　　域に不足する生活支援等のサー
　　　ビスの把握・創出に向けた取組
　　　を行う。

　　　（取組内容）
　　　　①ボランティア団体、ＮＰＯ
　　　　　等のサービス提供団体間の
　　　　　連携を図る協議体の設置・
　　　　　運営
　　　　②介護予防・日常生活支援総
　　　　　合事業の内容を市民に啓発
　　　　　するフォーラムの開催
　　　　③地域に不足するサービスの
　　　　　担い手となるボランティア
　　　　　養成講座の開催

　　認知症地域支援推進事業 4,929万5千円

　　　認知症地域支援推進員の地域包
　　　括支援センターへの配置

　　認知症初期集中支援推進事業 3,003万3千円

　　　認知症が疑われる人や医療・介
　　　護サービスを中断している認知
　　　症患者等の自宅を訪問し、必要
　　　なサービスが受けられるよう支
　　　援する「認知症初期集中支援チ
　　　ーム」の配置等を行う。

　　　（拡充内容）
　　　　チーム数　２チーム
　　　　　　　　　→４チーム
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

⑶任意事業 3億6,826万7千円

　　介護費用適正化事業 5,534万8千円

　　家族介護支援 7,666万8千円

　　認知症高齢者見守り事業 100万7千円

　　（拡充内容）
　　　徘徊行動を繰り返す高齢者等の
　　　衣服などに貼って使用する、連
　　　絡先等の情報をＱＲコードにし
　　　て印字したシールを配付し、早
　　　期保護につなげる。

　　高齢者配食サービス等 2億3,524万4千円

要介護認定事務等 21億1,302万3千円

－45－



事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　　

　⑵　介護サービス基盤
　　　の整備促進 3,758万9千円 民間老人福祉施設整備補助

財源内訳 　　特別養護老人ホーム（創設）
　　

　県補助金 　　　実施主体　社会福祉法人（公募）
3,758万9千円 　

　　　定員総数　380人分

　　　開設時期　32年度

　　　施設数・場所は公募のため未定

　　（債務負担行為の設定）

　　新
　　特別養護老人ホーム・養護老人ホ
　　－ム（改築）

　　　実施主体　社会福祉法人（公募）
　
　　　施 設 数　２施設
　　　　 特別養護老人ホーム １施設
　　　　 養護老人ホーム　　 １施設

　　　場所は公募のため未定

　　（債務負担行為の設定）
　

地域密着型サービス事業所整備等補
助 3,758万9千円

　　小規模多機能型居宅介護事業所
　　（新設）

　　　実施主体　株式会社ニックス

　　　場　　所　東区尾長東二丁目

　　　登録定員　29人

　　　開設時期　30年度

事　業　名 期　間 限　度　額

民間老人福祉施設
整備補助（創設）

31・32年度 14億1,075万円

事　業　名 期　間 限　度　額

民間老人福祉施設
整備補助（改築）

31・32年度 8億2,680万円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　⑶　介護人材の確保・
　　　育成 1億702万2千円 広島市介護マイスター養成支援事業 1,191万4千円

財源内訳 　　介護マイスター養成支援補助 1,120万円

　県補助金 　　　介護サービス事業所における質
9,045万7千円 　　　の高い中核的な人材の育成・定

　　　着を図るため、国の「介護プロ
　一般財源 　　　フェッショナルキャリア段位制

1,656万5千円 　　　度」を活用し、一定レベル以上
　　　の認定を取得した職員等の人数
　　　に応じて補助金を交付する。

　　　補助額　①アセッサー(評価者)
　　　　　　　　の新規登録　
　　　　　　　　１人当たり10万円
　　　　　　　　（レベル４未取得者
　　　　　　　　　の場合）
　　　　　　　②レベル４の認定取得
　　　　　　　　１人当たり10万円

　　認定取得者等への「ひろしま介護
　　マイスター」のロゴ入りワッペン
　　等の配付 27万6千円

　　職員の処遇改善に本事業を活用し
　　ている事業者による事例発表会の
　　開催 43万8千円

介護フェアの開催（高齢者福祉分） 131万9千円

　　介護・障害福祉分野で働く強い意
　　欲を持った人材の参入を促すため、
　　福祉人材と事業者双方のニーズを
　　踏まえた効果的なマッチングの場
　　として「介護フェア」を県社会福
　　祉協議会と共同で開催する。

　　（主な事業内容）
　　　①就職相談の場の設置（福祉ジ
　　　　ョブ・ステーション）
　　　②求職者向けセミナー

（一部再掲）

－47－



事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

小規模事業所介護人材育成支援事業 1,014万8千円

　　介護分野で一定の資格等を有する
　　質の高い中核的な人材の育成・定
　　着を図ろうとする小規模事業者を
　　支援するため、専門学校等の講師
　　による出張講座を実施する。

ひろしま保育・介護人材応援プロジ
ェクト 8,364万1千円

　　地域団体、経済団体など地域の多
　　様な関係者が協力し、地域全体で
　　保育・介護人材を社会的財産とし
　　て確保・育成するための取組を行
　　う。

　　　プロジェクト会議の運営 2万3千円

　　　　保育・介護人材の支援策等に
　　　　ついて、協議を行う。

　　　介護のお仕事魅力発信イベント
　　　の開催 279万円

　　　　市民に対し、介護職の魅力や
　　　　意義を伝えるとともに、介護
　　　　職の社会的評価の向上を図る
　　　　ため、介護職経験者による講
　　　　演会等を開催する。

　　　新
　　　ひろしま介護サポーター養成事
　　　業 500万円

　　　　介護が必要な人が地域におい
　　　　て安心して暮らしていける体
　　　　制づくりに向け、企業や学校
　　　　等に介護サービス事業所の職
　　　　員等を派遣し、基礎的な知識
　　　　と介護・介助技術に関する講
　　　　座を実施する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　新
　　　高校生・大学生介護体験事業 200万円

　　　　介護職の魅力を実感してもら
　　　　うため、介護サービス事業所
　　　　の協力を得て、高校生や大学
　　　　生に介護職の仕事を体験する
　　　　機会を提供する。

　　　新
　　　生活援助員確保促進事業 462万8千円

　　　　掃除、洗濯、調理等の生活援
　　　　助業務を行う人材を確保する
　　　　ためのモデル事業を実施する。

　　　　（取組内容）
　　　　　①生活援助を行うために必
　　　　　　要な資格を取得する者に
　　　　　　奨励金を交付
　　　　　　　１人当たり１万円
　　　　　②生活援助を行う資格を取
　　　　　　得した者が初めて介護サ
　　　　　　ービス事業所に就職し、
　　　　　　就労の継続が見込まれる
　　　　　　場合に奨励金を交付
　　　　　　　１人当たり２万円
　　　　　　　市と介護サービス事業
　　　　　　　者が１／２ずつ負担

　　　保育・介護人財サポート事業 6,920万円

　　　（再掲）

　⑷　高齢者の社会参加
　　　に資する場の整備 1億4,508万1千円 中央老人福祉センターの耐震化 1億400万円

財源内訳 　　耐震補強工事

　国庫補助金
1,217万9千円 沼田老人いこいの家建替え 4,108万1千円

（沼田出張所、沼田公民館と合築）
　市債

1億2,070万円 　（スケジュール）

　一般財源 　　26～29年度　基本設計、実施設計、
1,220万2千円 　　　　　　　　建設工事等

　　30年度　　　建設工事等、開所
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　⑸　その他の認知症高
　　　齢者等に対する支 2,476万7千円 認知症サポーター養成事業等 179万2千円

　　　援
財源内訳

若年性認知症対策事業 90万3千円

　国庫補助金
440万1千円 　（取組内容）

　　①若年性認知症をテーマとした講
　県補助金 　　　演会の実施

311万2千円 　　②介護施設職員向け研修等の実施
　　③相談会の実施

　一般財源 　　④普及啓発用リーフレットの作成
1,725万4千円

医療・介護従事者の認知症対応力向上
事業 712万7千円

　　医療・介護従事者が認知症患者へ
　　の適切な医療・ケア等を提供でき
　　るよう研修を実施する。

認知症疾患医療センター運営事業等 1,494万5千円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

障 害 者 福 祉 335億9,963万8千円

⑴ 施 設 サ ー ビ ス 1億3,709万5千円 民間障害者（児）福祉施設整備補助

財源内訳 　　障害福祉サービス事業所「似島
　　学園のぞみの家」（老朽改築） 7,811万8千円

　国庫補助金
9,139万6千円 　　　実施主体　社会福祉法人似島学

　　　　　　　　園
　市債

3,650万円 　　　場　　所　南区宇品海岸一丁目

  一般財源 　　　定　　員　共同生活援助　10人
919万9千円 　　　　　　　　　　　（増員　４人）

　　障害福祉サービス事業所「それ
　　いゆパン工房」（新設） 5,897万7千円

　　　実施主体　社会福祉法人それい
　　　　　　　　ゆの会

　　　場　　所　佐伯区五日市町大字
　　　　　　　　石内

　　　定　　員　生活介護　　　10人
　　　　　　　　就労継続支援　10人

（           ） （           ） 
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　⑵　総合的な就労支援 9,072万4千円 障害者の雇用促進事業 7,045万4千円

財源内訳 　　市長部局や本市の関係公益的法人
　　等において、知的障害者や精神障

  一般財源 　　害者を非常勤職員等として雇用し、
9,072万4千円 　　働く場を確保するとともに、ジョ

　　ブコーチによる就労支援を行うこ
　　とにより、障害者の自立と社会参
　　加を促進する。

　　　市長部局（20人雇用） 4,273万4千円

　　　　本庁及び区役所に設置したワ
　　　　ークステーションで、各所属
　　　　から依頼された業務を行う。

　　　　（拡充内容）
          西区・安佐南区・安芸区に
　　　　　加え、東区に新たにワーク
　　　　　ステーションを設置

　　　公益的法人等（12人雇用） 2,772万円

障害者就労支援事業 2,027万円

　　ジョブ・ライフサポーターが職場
　　だけでなく生活面や就労前の時期
　　を含んだ一貫した支援を行うこと
　　により、障害者の就労の一層の促
　　進を図る。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

⑶ 障害者自立支援 333億5,762万円 自立支援給付 251億4,395万4千円

財源内訳 　　介護給付費・訓練等給付
　　費 177億9,875万4千円

　国庫負担金
154億5,350万7千円 　　地域相談支援給付費・計画

　　相談支援給付費 1億8,596万3千円

　国庫補助金
10億1,517万円 　　自立支援医療費 67億4,862万円

　県負担金 　　補装具費 3億1,757万5千円
64億8,533万7千円

　　高額障害福祉サービス等給
　県補助金 　　付費 9,304万2千円

5億432万9千円

　負担金 地域生活支援事業 24億4,308万5千円
872万2千円

　　移動支援事業、地域活動
　雑入 　　支援センター事業、障害

53万7千円 　　支援区分認定・支給決定
　　事務等 22億8,268万2千円

　一般財源
98億9,001万8千円 　　相談支援事業 1億5,488万3千円

　　　指定相談支援事業所に委託し、
　　　障害者（児）に対して、障害福
　　　祉サービスの利用援助など必要
　　　な援助を行う。

　　　（拡充内容）
　　　　委託する相談支援事業所数
　　　　　13か所→16か所

　　障害者ピースアート事業 552万円

　　　障害者の新たな生きがいづくり
　　　や、芸術活動を通じた経済的自
　　　立につなげるため、作品展等を
　　　開催するとともに、入選作品の
　　　商品化と販路拡大を企画する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

障害児支援給付 57億7,058万1千円

　　障害児通所給付費・肢体
　　不自由児通所医療費 53億1,357万9千円

　　障害児入所給付費・障害児
　　入所医療費 2億1,174万8千円

　　障害児相談支援 6,558万3千円

　　心身障害児福祉施設措置費 1億7,967万1千円

　⑷　障害福祉人材の確
　　　保・育成○○○○ 961万5千円 障害福祉人材養成支援事業 905万円

財源内訳 　　障害福祉サービス事業所等におけ
　　る質の高い中核的な人材の育成・

　県補助金 　　定着を図るため、一定の資格を新
56万5千円 　　規に取得した人数に応じて補助金

　　を交付する。
　一般財源

905万円 　　　補助額　①介護福祉士、社会福
　　　　　　　　祉士、精神保健福祉
　　　　　　　　士　
　　　　　　　　１人当たり10万円
　　　　　　　②相談支援専門員、た
　　　　　　　　ん吸引を行うことが
　　　　　　　　できる介護職員　
　　　　　　　　１人当たり５万円
　　　　　　　③強度行動障害支援者
　　　　　　　　１人当たり４万円

介護フェアの開催（障害者福祉分） 56万5千円

　　介護・障害福祉分野で働く強い意
　　欲を持った人材の参入を促すため、
　　福祉人材と事業者双方のニーズを
　　踏まえた効果的なマッチングの場
　　として「介護フェア」を県社会福
　　祉協議会と共同で開催する。

　　（主な事業内容）
　　　①就職相談の場の設置（福祉ジ
　　　　ョブ・ステーション）
　　　②求職者向けセミナー
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　⑸　障害者スポーツの 新
　　　振興 85万円 障害者スポーツ大会出場支援事業

財源内訳 　　障害者スポーツの競技力向上等を
　　図るため、各種障害者スポーツ大

  一般財源 　　会の参加費用を補助する。
85万円

　　　全国障害者スポーツ大会の中国・
　　　四国ブロック予選会出場チーム
　　　への補助 40万円

　　　（限度額）
　　　　５万円／チーム

　　　障害者スポーツ大会出場選手・
　　　チームへの補助 45万円

　　　（限度額）
　　　　①障害者スポーツの国際大会
　　　　　５万円／選手
　　　　②全国大会に位置付けられる
　　　　　障害者スポーツ競技大会
　　　　　５万円／チーム
　　　　　１万円／選手

円

⑹ 意 識 啓 発 等 373万4千円 障害者差別解消に向けた取組

財源内訳 　　市民・事業者への周知・啓発 88万1千円

  一般財源 　　　障害者差別解消法に関するシン
373万4千円 　　　ポジウムを開催する。

　　相談窓口の運営 183万3千円

　　　障害者やその家族等からの障害
　　　を理由とする差別などに関する
　　　相談窓口を運営し、情報提供や
　　　助言を行う。

　　障害者差別解消支援地域協議会の
　　運営 102万円

　　　地域における障害者差別を解消
　　　するための提案について、協議・
　　　検討などを行うため、障害者団
　　　体や有識者等で構成する協議会
　　　を運営する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

被爆者の実態に即した
援護○○○○○○○○ 269億8,911万4千円 原爆被爆者援護 269億5,263万2千円

財源内訳 　　健康管理手当等の支給 259億9,000万5千円

　国庫負担金 　　　健康管理手当 177億3,598万8千円
3億5,671万4千円

　　　医療特別手当 61億2,948万円

　国庫補助金
4億8,130万8千円 　　　保健手当 4億3,096万円

　国庫委託金 　　　介護手当等 16億9,357万7千円
255億4,410万9千円

　　介護保険利用料助成 9億6,262万7千円

　受託事業収入
3,648万2千円

在外被爆者支援事業 3,648万2千円

　一般財源
5億7,050万1千円 　　手帳交付渡日支援 1,576万8千円

　　健診事業 196万8千円

　　渡日治療支援 704万5千円

　　医療従事者受入研修・派遣 1,082万7千円

　　韓国原爆養護ホーム職員受入研
　　修 87万4千円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

放射線被曝者医療国際
協力推進○○○○○○ 497万3千円 放射線被曝者医療国際協力推進協議会

事業への負担金
財源内訳

　（事業内容）　
　国庫補助金 　　①研修医の受入れ（ラトビア１人）

59万6千円 　　②国際原子力機関（ＩＡＥＡ）と
　　　の協働事業（医学生等派遣、共

　一般財源 　　　同研究）
437万7千円 　　③普及啓発事業等

　　　事業費　994万6千円
　　　（負担割合　県、市　各１／２）

黒い雨体験者相談・支
援事業○○○○○○○ 3,221万円 黒い雨を体験したことによる住民の健

康不安の軽減を図るため、保健師や医
財源内訳 師等による相談、健康診断自己負担額

及び相談会場までの交通費の助成を行
　受託事業収入 う。

3,221万円

　　相談事業 2,788万1千円

　　（事業内容）
　　　①黒い雨による健康不安に対す
　　　　る保健師相談
　　　②放射線が人体に与える影響や
　　　　相談者の健康状態に関する説
　　　　明・指導を行う医師等相談
　　　③保健師相談と医師等相談を一
　　　　括し、地域に出向いて行う巡
　　　　回相談

　　相談会場までの交通費の助成 105万3千円

　　関係者会議の開催等 327万6千円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

福祉のまちづくりの推進 4億3,940万円 福祉のまちづくり環境整備
（再掲）

財源内訳

  国庫補助金
2,400万円

　県補助金
3,000万円

　市債
3億1,680万円

　一般財源
6,860万円

局 対 象 施 設 事 業 費 主 要 整 備 内 容

集会所 5,100万円 便所改修等

公民館 9,710万円 エレベーター設置実施設計・工事

広島国際会議場 550万円 身体障害者用便所改修

男女共同参画推進センター 430万円 便所改修

経 済 観 光 局 広島サンプラザ 1,100万円 本館玄関通路傾斜解消工事

都 市 整 備 局 街区公園等 1億2,350万円 便所新築・改築等

道路交通局 公共的施設周辺道路 1億3,500万円 エレベーター、誘導ブロック設置等

教育委員会 学校 1,200万円 身体障害者等対応便所設置等

4億3,940万円計

市○民○局

福祉環境整備に係る平成３０年度予算案
単位：千円

国庫補助金 県補助金 市債

市民活動推進課
エレベーター設置工事

便所改修等
51,000 30,000 51,000

己斐上 エレベーター設置工事

48,300 43,500 4,800

日浦 エレベーター設置工事

41,800 37,600 4,200

五月が丘
エレベーター設置

実施設計
3,600 3,200 400

河内
エレベーター設置

実施設計
3,400 3,000 400

国際交流課 身体障害者用便所改修

5,500 4,900 600

男女共同参画課 便所改修、手すり設置等

4,300 3,800 500

経済観光局 雇用推進課
本館玄関通路傾斜解消
工事等

11,000 0 0 11,000

都市整備局 緑政課
便所改築、
水飲改良等

123,500 24,000 88,500 11,000

道路交通局 道路課
エレベーター、

誘導ブロック設置等
135,000 121,500 13,500

教育委員会 教委・施設課 学校 矢賀小
身体障害者用便所設置

等
12,000 10,800 1,200

計

439,400 24,000 30,000 316,800 98,600

街区公園等

公共的施設周辺道路

所管課

生涯学習課 公民館

男女共同参画推進センター

市民局

広島国際会議場

広島サンプラザ

主要整備内容

集会所

対象施設
左の財源

特定財源
一般財源

事業費
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

新
地域共生社会の実現に
向けた取組●●●●● 5,390万8千円 地域共生社会実現計画（仮称）の策定 118万8千円

財源内訳 　　地域住民や地域の多様な主体が参
　　画し、住民一人ひとりの暮らしと

　国庫補助金 　　生きがい、地域を共に創っていく
390万円 　　社会（地域共生社会）の実現を目

　　指して、新たに地域共生社会実現
  一般財源 　　計画（仮称）を策定する。

5,000万8千円

保健・福祉業務の集約化に伴う事務
センターの設置 4,710万5千円

（一般会計、介護保険事業特別会計）

　　区役所厚生部の組織再編に合わせ
　　て、従来の業務執行体制を見直し、
　　各区役所で行っている業務を集約
　　化した事務センターを設置し、そ
　　の業務を委託する。

　　（委託内容）
　　　①児童手当、こども医療費補助
　　　　などの申請書類確認等業務
　　　②介護保険要介護認定審査に係
　　　　るシステム入力等業務

　　（スケジュール）

　　　30年度　事務センター設置

　　　31年度　事務センター本格稼働

地域における総合相談のモデル事業 500万円

　　住民の身近な相談機関で、育児、
　　介護、障害、貧困など複合化した
　　課題を包括的に受け止め、相談支
　　援を行うため、モデル事業として、
　　市内１か所の相談機関に、相談支
　　援包括化推進員を配置する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

広島市居住支援協議会の設置・運営 15万円

　　不動産関係団体や行政等で構成す
　　る居住支援協議会を設置し、住宅
　　確保要配慮者が円滑に民間賃貸住
　　宅に入居できるよう、必要な方策
　　を検討する。

あったかまちづくり推進プロジェクト
の検討 46万5千円

　　市民の寄附を促進し、共助意識の
　　醸成を図るため、共同募金の活性
　　化等を検討する。

地域福祉団体への支援 7億8,076万4千円 広島市社会福祉協議会事業補助

財源内訳 　　福祉事業への補助 1億5,435万5千円

　国庫補助金 　　　福祉ボランティアの支援 4,400万9千円
5,932万4千円

　　　　福祉関係情報の発信、ボラン
　一般財源 　　　　ティアコーディネーターの養

7億2,144万円 　　　　成、ボランティアの育成及び
　　　　活動支援等を行う。

　　　地域福祉活動 22万2千円

　　　　地区社協活動に求められる知
　　　　識等を習得するための研修を
　　　　行う。

　　　シニア応援センター事業 2,097万1千円

　　　　総合福祉センターにおいて、
　　　　高齢者に対する就労支援やボ
　　　　ランティア登録などの社会参
　　　　加の機会を提供する。

　　　高齢者福祉事業等 8,027万6千円

　　　　日常生活自立支援事業、シニ
　　　　ア大学の開催、貸付事業等を
　　　　行う。

－60－



事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　法人後見事業 887万7千円

　　　　成年後見制度の受け皿として、
　　　　社協が法人後見を実施する。

　　区社協事業への補助 3億3,795万9千円

　　　区社協職員人件費、会議費等

　　中広会館運営補助 1,650万8千円

　　管理運営費補助 2億7,194万2千円
（一部再掲）

　　　市社協職員人件費、会議費等

低 所 得 者 福 祉 3億315万3千円 生活困窮者の自立支援 1億9,962万2千円

財源内訳 　　生活困窮者自立支援法に基づき、
　　現に経済的に困窮し、最低限度の

　国庫負担金 　　生活の維持が困難になるおそれの
1億7,050万7千円 　　ある者の自立を支援するための各

　　種事業を行う。
　国庫補助金

4,698万1千円 　　　生活困窮者自立相談支援
　　　事業 1億3,794万1千円

　負担金
139万3千円 　　　　自立相談支援機関において、

　　　　生活困窮者からの相談に応じ、
　一般財源 　　　　就労その他の自立に向けた支

8,427万2千円 　　　　援計画を作成するとともに、
　　　　関係機関等と連携を図りなが
　　　　ら、その自立を支援する。

　　　　（拡充内容）
　　　　　くらしサポートセンターの
          設置箇所
　　　　　　４か所→８か所

　　　住居確保給付金給付事業 334万5千円

　　　　離職後２年以内かつ65歳未満
　　　　で、住居を失った又はそのお
　　　　それのある生活困窮者に対し、
　　　　一定期間、家賃相当の給付金
　　　　を給付する。
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　就労準備支援事業 585万7千円

　　　　直ちに一般就労を目指すこと
　　　　が困難な生活困窮者に対し、
　　　　一定期間、生活習慣の改善や
　　　　コミュニケーション能力の向
　　　　上など、就労に向けた段階的
　　　　な支援を行う。

　　　一時生活支援事業 3,459万5千円

　　　　住居のない生活困窮者に対し、
　　　　一定期間、宿泊場所や衣食の
　　　　提供等を行う。

　　　家計相談支援事業 1,013万3千円

　　　　家計に課題を抱える生活困窮
　　　　者からの相談に応じ、家計管
　　　　理に関する指導等を行う。

　　　生活困窮世帯学習支援事業 764万3千円

　　　　保護者の養育力不足などから
　　　　生じる家庭学習の不足を補い、
　　　　貧困の連鎖を防止するため、
　　　　生活保護受給世帯を含む生活
　　　　困窮世帯の子どもを対象とし
　　　　た学習支援会を開催する。

　　　　（拡充内容）
　　　　　①対象者
　　　　　　小・中学生に加え、高校
　　　　　　生を追加
　　　　　②集合型の実施場所
　　　　　　９か所→10か所

　　　就労訓練事業の推進 10万8千円

　　　　直ちに一般就労を目指すこと
　　　　が困難な生活困窮者を柔軟な
　　　　就労形態で受け入れ、訓練を
　　　　実施する事業者を拡大するた
　　　　め、制度の普及啓発や取組の
　　　　働き掛けを行う。

青尐年センター、広島市総合福祉センター、区地域福セ
ンター（中区を除く７区）の９か所に真亀公民館を追加
※
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

生活保護受給者就労支援事業 1億353万1千円

　　被保護者の就労を更に促進するた
　　め、本市と民間事業者が協力して、
　　カウンセリングにより就労意欲を
　　喚起するとともに、積極的に企業
　　を訪問し、求人先や職場体験の受
　　入先を開拓する。

　　（実施内容）
　　　①各区に就労支援員を配置し、
　　　　求職方法の助言、ハローワー
　　　　クや民間事業者との連絡調整
　　　　等を実施
　　　②キャリアカウンセラーによる
　　　　就労意欲を喚起するためのカ
　　　　ウンセリングの実施
　　　③求人開拓員による企業訪問、
　　　　求人先や職場体験の受入先の
　　　　開拓
　　　④直ちに一般就労を目指すこと
　　　　が困難な被保護者に対し、一
　　　　定期間、生活習慣の改善やコ
　　　　ミュニケーション能力の向上
　　　　など、就労に向けた段階的な
　　　　支援を実施

陸 軍 墓 地 整 備 3,258万円 比治山公園の再整備の一環として、陸
（比治山公園「平和の 軍墓地内に新たなエントランス等を整
丘」に係る施設整備） 財源内訳 備する。

  市債 　（スケジュール）
2,440万円

　　29年度　礼拝堂撤去、エントラン
　一般財源 　　　　　　スの実施設計

818万円 　　
　　30年度　エントランスの設置等
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

こ ど も 医 療 費 補 助 27億7,256万9千円 中学３年生までの子どもの保護者に対
し、子どもの医療費の一部を補助する。

財源内訳
　　対象者　入院　中学３年生まで

  県補助金 　　　　　　通院　小学３年生まで
7億2,610万4千円

　　一部負担金（１医療機関等につき）
　一般財源
20億4,646万5千円

　　　事業名変更　こども医療費補助

　　　対象年齢

被保険者の健康保持増
進等に係る取組●●● 5億2,274万7千円 特定健康診査等事業 4億5,884万7千円

(一般会計)●●●●●●●●
(国民健康保険事業特別会計) 財源内訳 　　生活習慣病予防の徹底を図るため、

　　内臓脂肪型肥満に着目した特定健
　県補助金 　　康診査及び特定保健指導を実施す
4億7,959万6千円 　　る。

　雑入 　　　対象者　40歳以上75歳未満の被
2,000万円 　　　　　　　保険者

　一般財源 　　（拡充内容）
2,315万1千円 　　　①受診者へのインセンティブ付

　　　　与
　　　②未受診者を問診履歴等からグ
　　　　ル－プ化し、特性に応じた受
　　　　診勧奨通知を送付

入　院 なし

通　院

保護者の所得金額が基準額(※)未満
　初診料算定時に500円
　　※扶養人数が２人の場合、給与所
　　　得371万2,000円

保護者の所得金額が基準額以上
　未就学児
　　１日1,000円を限度（月２日まで）
　小学１～３年生
　　１日1,500円を限度（月２日まで）
　第三子以降の子ども
　　初診料算定時に500円
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

糖尿病性腎症重症化予防事業 4,100万円

　　糖尿病性腎症患者の人工透析への
　　移行を予防するため、専門的な訓
　　練を受けた看護師等が、主治医と
　　連携して食事や運動などの保健指
　　導を行う。

　　　対 象 者　170人
　　　　　　
　　　実施期間　６か月

新
脳卒中・心不全再発予防事業 920万円

　　脳卒中・心不全の発症後、通院治
　　療中の再発を予防するため、専門
　　的な訓練を受けた看護師等が、主
　　治医と連携して食事や運動などの
　　保健指導を行う。

　　　対 象 者　40人

　　　実施期間　６か月

新
ＣＫＤ（慢性腎臓病）重症化予防事業 460万円

　　糖尿病を基礎としないＣＫＤ（慢
　　性腎臓病）患者の人工透析への移
　　行を予防するため、専門的な訓練
　　を受けた看護師等が、主治医と連
　　携して食事や運動などの保健指導
　　を行う。

　　　対 象 者　20人
　　　　　　
　　　実施期間　６か月
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

新
多剤服薬対策強化事業 910万円

　　多剤服薬による健康被害の予防等
　　のため、薬剤10種類以上の多剤服
　　薬者に対し、服薬状況を記載した
　　通知を送付し、かかりつけ医や薬
　　局薬剤師への相談を促す。

　　　対 象 者　３万3,000人

国民健康保険料の収納率
向上対策事業 4,623万円 口座振替の促進等により国民健康保険
(国民健康保険事業特別会計) 料の収納率の向上に取り組む。

財源内訳
　（主な拡充内容）

　県補助金 　　①区役所等の窓口で、キャッシュ
4,623万円 　　　カードによる口座振替受付サー

　　　ビス（Pay-easy）が利用可能な
　　　対象金融機関の拡大
　　②ＷＥＢ口座振替受付サービスの
　　　導入
　　③対象期間中に口座振替登録を行
　　　った者に抽選でザ・広島ブラン
　　　ド商品等を贈呈
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事　　　業　　　名 事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

国民健康保険料の改定 国民健康保険の都道府県単位化に伴い
(国民健康保険事業特別会計) 赤字解消計画を策定し、収納率向上や

医療費適正化等に取り組むことで、で
きる限り保険料の上昇を抑制しつつ、
県や他市町と連携して計画的・段階的
に財政の健全化を図る。

　　基礎賦課額（医療費）に係る改定
　　（改定率は29年度賦課時との比較
　　　（以下同様））

　　　改定率　１．８％

　　　　１人当たり平均保険料
　　　　　年額　７万１，０７０円

　　後期高齢者支援金等賦課額に係る
　　改定

　　　改定率　２．３％

　　　　１人当たり平均保険料
　　　　　年額　２万１，８２２円

　　介護納付金賦課額に係る改定

　　　改定率　０．１％

　　　　１人当たり平均保険料
　　　　　年額　２万４，７５１円

－67－



　（こども未来局）

事　　　業　　　名

妊娠・出産への支援 2億7,004万3千円 不妊治療費助成事業 2億3,214万2千円

財源内訳 　　医療保険の適用がなく、高額な医
　　療費がかかる特定不妊治療に要す

　国庫補助金 　　る費用の一部を助成する。
1億2,856万8千円

　県補助金 妊娠・出産包括支援事業 3,790万1千円
840万6千円

　　妊産婦のニーズに応じ、訪問によ
　一般財源 　　る相談や育児技術の習得支援、心

1億3,306万9千円 　　身のケア等、切れ目のないきめ細
　　かな支援を行う。

　　　母子保健相談支援事業 2,521万8千円

　　　　各区保健センターの保健師が、
　　　　妊産婦や家族からの相談への
　　　　対応や支援のコーディネート
　　　　を行う。

　　　産前・産後サポート事業 101万7千円

　　　　妊産婦の自宅において、沐浴
　　　　指導等を行い、育児技術の習
　　　　得支援を行う。

　　　産後ケア事業 1,166万6千円

　　　　産婦人科病院等における産婦
　　　　の心身ケアや、産婦の自宅へ
　　　　のヘルパー派遣による家事・
　　　　育児支援等を行う。

妊産婦・乳幼児健診 12億8,146万8千円 妊婦乳児健康診査 11億2,745万8千円

財源内訳 　　妊婦及び乳児の保健管理の向上と、
　　妊娠・出産に係る経済的負担の軽

　国庫補助金 　　減を図るため、妊婦及び乳児の健
4,268万5千円 　　康診査の費用を助成する。

　一般財源 　　　妊婦健康診査 10億1,278万1千円
12億3,878万3千円

　　　　健診補助券（14枚）及び子宮
　　　　頸がん検診受診券を交付し、
　　　　妊娠中の健診等に係る費用を
　　　　助成する。

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明事　業　費
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事　　　業　　　名 事　業　費

　　　乳児健康診査 9,970万3千円

　　　　医療機関に委託して、満１歳
　　　　までに２回の一般健診を実施
　　　　する。

　　　妊婦・乳児精密検査その他 1,497万4千円

　　　　一般健診を受診した際に精密
　　　　検査が必要と認められた妊婦・
　　　　乳児について、保険診療によ
　　　　る精密検査の自己負担分を助
　　　　成する。

産婦健康診査 8,621万6千円

　　産後うつの予防や新生児への虐待
　　予防の観点から、産後の初期段階
　　における母子に対する支援を強化
　　するため、産婦健康診査に係る費
　　用を助成する。

新生児聴覚検査事業 5,973万9千円

　　難聴児の早期発見を図るため、生
　　後１週間以内に行う新生児聴覚検
　　査に係る費用を助成する。

発達障害児早期発見・支援体制整備事
業 805万5千円

　　発達障害を早期に発見し、支援の
　　充実を図るため、１歳６か月児健
　　康診査後の「親子教室」や「５歳
　　児発達相談」を実施するほか、１
　　中学校区を指定してモデル健診を
　　実施し、５歳児健診を実施する際
　　の課題や問題点の検証を行う。

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名 事　業　費

養護・療育体制の整備 7億7,343万1千円 発達障害者支援事業 419万7千円

財源内訳 　　広島市発達障害者支援体制づくり
　　推進プログラムに基づき、発達障

　国庫補助金 　　害者家族の集いの開催や発達障害
3,301万2千円 　　者オープン相談の場の運営など、

　　発達障害者のライフステージに応
　市債 　　じた支援を行う。

6億6,570万円

　一般財源 北部こども療育センター整備 4億6,600万円
7,471万9千円

　　発達障害児の新たな受入れや作業
　　療法・言語聴覚療法訓練などの充
　　実に必要となる施設整備を行う。

　　（スケジュール）

　　　28・29年度　地質調査、実施設
　　　　　　　　　計、車庫解体工事

　　　30年度　　　建設工事

児童相談所及びこども療育セン
ター建替え 2億7,604万5千円

　　狭あい化・老朽化している児童相
　　談所及びこども療育センターを建
　　て替える。

　　　整備場所　東区光町二丁目
　　　　　　　　（現在地）

　　（スケジュール）

　　　27～29年度　基本計画、基本・
　　　　　　　　　実施設計、仮移転
　　　　　　　　　等

　　　30年度　　　建設工事等

　　　31～35年度　建設工事等

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

民間社会福祉施設整備費補助 2,718万9千円

　　地域小規模児童養護施設「似島学
　　園のぞみの家（仮称）」（新設）

　　　実施主体　社会福祉法人似島学
　　　　　　　　園

　　　場　　所　南区宇品海岸一丁目

　　　定　　員　６人

　　　開設時期　31年度

児童の虐待防止対策 7,880万7千円 児童虐待防止対策 7,624万2千円

財源内訳 　　虐待通告を受けた場合の調査、安
　　全確認を行うとともに、健康診査

　国庫負担金 　　等の母子保健事業を通じて、虐待
554万3千円 　　の予防・早期発見等を行う。

　国庫補助金
1,844万円 オレンジリボンキャンペーンの実施 256万5千円

　県補助金 　　児童虐待の問題に対する市民の理
905万5千円 　　解を深めるため、「子ども虐待防

　　止オレンジリボン運動」を推進し、
　一般財源 　　広島県と連携して、児童虐待の防

4,576万9千円 　　止をテーマとした講演会の開催や
　　ポスターの作成・掲示等の広報・
　　啓発活動を行う。

子どもの自主性や社会
性のかん養 417万2千円 広島キッズシティ２０１８の開催 100万円

財源内訳 　　広島青年会議所及び県との共催で、
　　子どもが主役となる街をつくり、

　一般財源 　　職業体験を中心とする事業を実施
417万2千円 　　する。

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

冒険遊び場事業 317万2千円

　　ＮＰＯ法人に委託して中央公園及
　　び寺山公園の市内２か所で冒険遊
　　び場を開催し、子どもが自然に触
　　れながら、創造性、社会性、危険
　　回避能力を身につける場を提供す
　　る。

待 機 児 童 対 策

　⑴　施設整備補助 17億1,326万6千円 民間保育園 4億4,079万4千円

財源内訳 　　新設　１園

　国庫補助金 　　定員増　60人
15億2,291万2千円

　　　中区国泰寺地区（公募）
　市債 　　　定員　60人

1億8,660万円

　　分園　１園
　一般財源

375万4千円 　　定員増　75人

　　　もみのき保育園分園
　　　　西区井口
　　　　定員　70人→145人
　　　（本園の定員を含む）

　　増築　１園

　　定員増　75人

　　　サンヒルズ保育園
　　　　東区中山上
　　　　定員　105人→180人

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

(24億7,411万5千円)
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事　　　業　　　名

民間認定こども園 1億931万3千円

　　新設　１園

　　定員増　10人

　　　かつぎ認定こども園（仮称）
　　　　安佐北区亀山
　　　　定員　10人

　　増築　１園

　　定員増　10人

　　　認定こども園ブーフーウー
　　　　安佐南区西原
　　　　定員　50人→60人

民間小規模保育事業所 11億6,315万9千円

　　　
　　新設　17園

　　定員増 323人

　　　中区幟町地区（公募）
　　　定員　19人

　　　中区国泰寺地区（公募）
　　　定員　19人

　　　中区江波地区（公募）
　　　定員　19人

　　　東区牛田地区（公募）
　　　定員　19人

　　　南区段原地区（公募）
　　　定員　19人

　　　南区宇品地区（公募）
　　　定員　19人

　　　西区観音地区（公募）
　　　定員　19人

　　　西区庚午地区（公募）２園
　　　定員　19人×２

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

　　　安佐南区祇園地区（公募）２園
　　　定員　19人×２

　　　安佐南区長束地区（公募）
　　　定員　19人

　　　安佐南区伴地区（公募）
　　　定員　19人

　　　安佐南区大塚地区（公募）
　　　定員　19人

　　　安芸区瀬野川地区（公募）
　　　定員　19人

　　　佐伯区五日市観音地区（公募）
　　　定員　19人

　　　佐伯区五日市地区（公募）
　　　定員　19人

　⑵　保育士確保対策 5億276万6千円 保育士等処遇改善事業 3億2,883万5千円
（一部再掲）

財源内訳 　　国の処遇改善による定着促進をよ
　　り確かなものにするため、私立保

　国庫補助金 　　育園等に対し、国の公定価格の加
5,913万9千円 　　算に上乗せ補助を行う。

　一般財源
4億4,362万7千円 ひろしま保育・介護人材応援プロジェ

クト会議の運営（再掲） 2万3千円

保育・介護人財サポート事業（再掲） 6,920万円

保育士合同就職説明会の開催 333万5千円

　　私立保育園等が安定的に人材を確
　　保できるよう、市内の私立保育園
　　等合同の就職説明会を年２回開催
　　する。

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

新
保育士就職体験マッチング支援事業 152万円

　　就職先の選択肢を増やし、ミスマ
　　ッチによる早期離職を防止するた
　　め、養成校の学生を対象に、保育
　　園等での就職体験を実施する。

新
学生と若手保育士の交流会の開催 25万4千円

　　保育現場の様子などを理解した上
　　で就職活動に臨むことができるよ
　　う、養成校の学生を対象に、若手
　　保育士との交流会を開催する。

　　
高校生保育魅力体験事業 97万5千円

　　保育士の仕事の魅力を実感しても
　　らうため、高校生に保育士の仕事
　　を体験する機会を提供する。

私立保育園等職員研修 276万1千円

　　私立保育園等における保育の質の
　　向上を図るため、広島市私立保育
　　園協会に委託し、職員研修を実施
　　する。

保育補助者雇上強化事業 4,319万7千円

　　私立保育園等における保育士の負
　　担軽減を図るため、保育補助者を
　　雇用している保育園等に対し、必
　　要経費を補助する。

私立保育園等ＩＣＴ化推進等事業 3,348万円

　　私立保育園等における保育士の負
　　担軽減等を図るため、保育に関す
　　る計画・記録の作成業務等をＩＣ
　　Ｔ化する保育システムの導入や園
　　内事故防止に資する機器購入に要
　　する費用を補助する。

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

新
私立保育園等の魅力向上等事業 1,918万6千円

　　保護者連絡アプリ導入補助 1,905万1千円

　　　保護者の利便性の向上や保育の
　　　見える化等を図るため、スマー
　　　トフォンアプリを導入して、保
　　　護者への情報発信に取り組む保
　　　育園等に対し、必要経費を補助
　　　する。

　　　　補 助 率　１／２

　　　　限 度 額　20万円／年

　　　　補助期間　３年間

　　保育士の業務負担軽減策の検討 13万5千円

　⑶　その他待機児童
　　　対策 2億5,808万3千円 認可外保育施設認可化移行支援

事業 1億5,734万8千円

財源内訳
　　32年３月末までに認可保育所や認

　国庫補助金 　　定こども園等に移行するための認
1億2,081万4千円 　　可化移行計画を策定した認可外保

　　育施設に対し、認可基準を満たす
　県補助金 　　ために必要な経費を補助する。

4,354万5千円

　　　定員　163人
　負担金

343万3千円 　　　整備支援事業 7,984万円

　一般財源 　　　　認可基準を満たすために必要
9,029万1千円 　　　　な設備改修費及び賃借料等に

　　　　対する補助

　　　　　補助対象　３施設

　　　運営支援事業 7,605万6千円

　　　　認可を受けるまでの間の運営
　　　　費に対する補助

　　　　　補助対象　４施設

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

　　　助言指導支援事業 145万2千円

　　　　施設の運営等について、専門
　　　　家から助言指導を受けるため
　　　　の経費に対する補助

　　　　　補助対象　３施設

新
私立保育園等における１・２歳児受
入促進事業 5,438万5千円

　　待機児童の大部分を占める１・２
　　歳児の受入れを促進するため、そ
　　の受入増を行った保育園等に対し、
　　国の公定価格では不足する人件費
　　の補助及び受入増に係る成果報酬
　　の支給を行う。

　　　補助期間　最長３年間

　　　実施期間　34年度まで

私立保育園等における一時預かり事業 4,635万円

　　保育園等に入園していない乳幼児
　　をもつ世帯において、保護者の出
　　産・病気などで家庭での保育が困
　　難な場合や保育園等の入園待機の
　　期間に、一時預かりを実施する。

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

保 育 環 境 整 備 23億1,694万1千円 病児・病後児保育事業 2億3,229万3千円

財源内訳 　　保育園入園中の児童等が病気の回
　　復期等で集団保育の困難な期間に

　国庫補助金 　　医療機関に付設された保育施設等
1億1,914万8千円 　　で一時預かりを行う事業を実施す

　　る。
　県補助金

7,663万9千円
民間保育園等整備補助（待機児童

　負担金 対策以外） 6,376万3千円
458万4千円

　　老朽化に伴う改築 4,989万1千円
　雑入

32万5千円 　　　はすがおか認定こども園

　市債 　　　　実施主体　学校法人清風学園
19億9,290万円

　　　　場　　所　安佐北区口田二丁
　一般財源 　　　　　　　　　目

1億2,334万5千円
　　　　構 造 等　鉄筋コンクリート
　　　　　　　　　造２階建

　　大規模修繕 1,387万2千円

　　　サムエル広島こどもの園

　　　　実施主体　社会福祉法人ＩＧ
　　　　　　　　　Ｌ学園福祉会

　　　　場　　所　安佐南区上安五丁
　　　　　　　　　目

　　　　構 造 等　鉄筋コンクリート
　　　　　　　　　造３階建

私立幼稚園耐震化整備費補助 2,728万5千円

　　県の補助を受けて耐震化対策を実
　　施する私立幼稚園のうち、本市の
　　預かり保育事業を実施する園に対
　　し、経費の一部を補助する。
　　

保育園耐震化対策 19億560万円

　　耐震補強工事　37園

保育園一般整備 8,800万円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明事　業　費
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事　　　業　　　名

ひとり親家庭等への支
援 3,969万1千円 ひとり親家庭学習支援事業 988万7千円

財源内訳 　　ひとり親家庭の児童生徒を対象に、
　　大学生等が学習支援や進路相談等

　国庫補助金 　　を実施することにより、進学や将
1,304万4千円 　　来への不安を解消し、自立を促進

　　する。
　負担金

89万円 　　（拡充内容）
　　　①対 象 者　ひとり親家庭の小・

　一般財源 　　　　　　　　　中学生に加え、高
2,575万7千円 　　　　　　　　　校生を追加

　　　②実施場所　９か所→10か所

母子家庭等就業支援事業 2,980万4千円

　　母子家庭の母等の安定した就業を
　　支援するため、広島市母子家庭等
　　就業・自立支援センターにおいて、
　　就業相談や求人情報の提供等を行
　　う。

家庭・地域社会等によ
る子育ての環境づくり 1億2,949万8千円 地域子育て支援拠点事業 1億1,419万円

財源内訳 　　育児不安の軽減や乳幼児の健全育
　　成を図るため、常設オープンスペ

　国庫補助金 　　ースにおいて、子育て親子の交流
4,149万1千円 　　の場の提供や子育てに関する相談・

　　情報提供を行うとともに、子育て
　県補助金 　　に関する講習会等を実施する。

3,529万1千円
　　（拡充内容）

　一般財源 　　　社会福祉法人、ＮＰＯ法人等が
5,271万6千円 　　　自主的に運営する公募型の常設

　　　オープンスペースについて、新
　　　たに１か所の開設等に係る経費
　　　を補助する。

　　　　開設か所　９施設→10施設

　　　　新規開設か所（時期）

　　　　　安佐南区（30年７月）

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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事　　　業　　　名

ひとり親家庭等居場所づくり事業 875万8千円

　　ひとり親家庭等の子どもを対象に、
　　学習支援や食事の提供等の居場所
　　づくりを行う地域団体等に対して、
　　必要経費を補助する。

　　（拡充内容）
　　　実施場所　３か所→４か所

新
ひろしま子育て応援アプリの配信 35万円

　　子育て世代が容易に子育て支援情
　　報を取得することができるよう、
　　健康診査や予防接種の情報配信等
　　を行うことができるスマートフォ
　　ン向けアプリを導入・配信する。

子ども・子育て支援に関するニーズ調
査 620万円

　　子ども・子育て支援法に基づき、
　　32年度からの５か年を計画期間と
　　する子ども・子育て支援事業計画
　　の策定に当たり、子ども・子育て
　　支援に関するニーズ調査や子ども
　　へのアンケート調査を行う。

事　業　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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